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はじめに

私が大学で経済学を学び始めてから今日まで、経済成長論は常に興味の対象
でした。学部生の頃に書いた卒業論文も、経済成長がテーマでした。実は、経
済成長を考えることは、アダム・スミス以来の経済学の伝統であり、現実社会
が経済学に要請するものの中でおそらく最も重要なトピックでしょう。そして、
研究者としても決して興味が尽きることのないテーマです。

2014年に母校である東京大学に着任して以来、10年以上にわたって同大学
の公共政策大学院および大学院経済学研究科で、経済成長に関する講義
「Development Economics: Macroeconomic Approach」を行ってきました。そ
こでは、私自身が学部や大学院で受けた講義の内容や、その後研究者となって
多くの論文等から吸収してきた知識を、私なりにまとめて教えてきました。
1980年代後半から現在に至るまで、経済成長論は大きく進展してきました。
その進展をできるかぎり時系列で追いかけつつ、国際学会やコンファレンスな
どで交流してきた世界中の研究者の方々が持っていた同時代のエートスのよう
なものも含めて次世代に伝えるべく講義をしてきました。
そして、この講義のノートに基づいて、日本評論社『経済セミナー』2022

年 2・3月号から 2024年 8・9月号までの全 14回にわたって「マクロ開発経済
学」を連載しました。本書は、その連載を加筆修正・再構成してまとめ直す形
で執筆したものです。無味乾燥な理論モデルの紹介にはせず、現実との接点を
重視してデータや事例を織り交ぜながら解説することを特に意識して執筆して
きました。
連載終了後の 2024年 10月には、制度と経済成長の関係を探求したアセモグ
ル（Daron Acemoglu）、ジョンソン（Simon Johnson）、ロビンソン（James A.

Robinson）にノーベル経済学賞が授与されたこともあり、その解説も新たに
加えました。さらに、本書の原稿を完成させようと詰めの作業を行っていた
2025年 10月には、異例なことですが 2年連続で同じ経済成長の分野において、
特に技術革新との関係を探究したアギオン（Philippe M. Aghion）、ホーウィッ
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ト（Peter W. Howitt）、モキイア（Joel M. Mokyr）に、ノーベル経済学賞が授
与されたため、その解説も加えることにしました。2年連続でノーベル経済学
賞のテーマになるということは、長期の経済成長を考える「経済成長論」が、
今世界的に大きく注目を集めているということを示しているともいえるでしょ
う。
本書の主な読者対象は学部上級生から大学院生ですが、経済成長に興味を持
たれている社会人の方々にもぜひ読んでいただきたいと思います。読み進める
ための基礎知識としては、初歩的なミクロ経済学とそこでよく用いられる数学
を理解していれば十分でしょう。

本書の構成
東京大学での講義は 1回 1時間 45分、通常はそれが 13回行われるため、講
義ノートもほぼそれに沿った形で準備していました。本書もその構成に従って
います。
序章は本書のオリエンテーションとでもいうべき内容で、経済成長を論ずる
前の基礎知識を伝えます。第 1章では、経済成長を理論に基づいて考える際に
どのようなデータのパターンを念頭に置いているかを紹介します。
第 2章から第 7章までは、ほぼ時代順に、その時々で革新的なアイデアを打
ち出してきた主要な経済成長理論のモデルを紹介していきます。特に、1960

年前後から発展した「新古典派経済成長理論」と 1980年代後半から発展した
「内生的経済成長理論」という、大きく 2つに分かれた理論体系の違いにフォ
ーカスを当てて議論します。内生的経済成長理論は、1990年代末までにほぼ
その基礎理論が完成していましたが、その後も最近まで、ロボットや AI、環
境問題なども含めてさらに発展しています。本書ではそれらの内容もカバーし
ています。そのうえで、第 8章と第 9章では大きく 2つに分かれたこれらの理
論体系に関する実証分析による検証を解説します。
その後は、中心的な経済成長理論からは若干逸れてはいるものの重要な問題
を取り上げます。第 10章と第 11章では、金融、農業、工業、サービス業とい
った、マクロ経済の中にある大きい部門を考え、その構造変化に関する分析を
説明します。そして、第 12章と第 13章では、往々にして経済成長理論モデル
の外側のものとして扱われることが多い、人口問題、少子高齢化、パンデミッ
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クなど生死に関わる問題を経済成長論の中に組み入れてきた試みを紹介します。

謝辞
この分野に興味を持ったのは、大学の学部時代の奥野正寛先生のゼミで、テ
ィロール（Jean M. Tirole）の The Theory of Industrial Organization（MIT Press,

1988）という教科書を輪読したときでした。これはミクロ経済学系の本ですが、
その中で新しい製品をつくる戦略的な企業行動の分析が非常におもしろくて関
心を持ち、それをマクロの経済成長にもつなげられるのではないかと考え、拙
いながらもそれに基づいた経済成長論の議論を卒業論文として執筆し、1990

年末に提出したことが発端です。奥野先生から、NBERのワーキングペーパー
として発表されたばかりの論文──グロスマン（Gene M. Grossman）とヘル
プマン（Elhanan Helpman）のバラエティとクオリティと経済成長を絡めた論
文（ʠQuality Ladders in the Theory of Growthʡ; Grossman and Helpman 1991a）
だったと記憶していますが、その論文によく似ているがそれを読んだのかと聞
かれたことを覚えています。当時は、もちろんインターネットもなく、まして
や学部学生だったので NBERワーキングペーパーどころか NBERとは何かも
知らず、そういうものは読んだことがないと答えました1)。そのことで、奥野
先生からからかなり高い評価をいただいた記憶があります。その後、大蔵省勤
務を経て、シカゴ大学大学院にその卒業論文のサマリーを英語で書いて提出し
ました。おそらくそれが、かなり入学基準の厳しかったシカゴ大学大学院に入
学できた理由だったのではないかと思っています。
実際、当時のシカゴ大学では、内生的経済成長理論が花開き、「（経済成長の
ことを考え始めると）他のことは何も考えられない」（Lucas 1988）という雰
囲気があった頃でした。当然のことながら、理論では当時マクロ経済学の講義
を担当されていたルーカス（Robert E. Lucas, Jr.）とストーキー（Nancy L.

Stokey）に基礎を教わりました。より私的な議論に付き合ってくださったのは
ベッカー（Gary S. Becker）と、ちょうど客員教授としてシカゴ大学にいらし
ていたプレスコット（Edward C. Prescott）でした。

1）National Bureau of Economic Research（NBER）はアメリカの主要な経済学者が所属
する団体です。重要な文献は、学術誌に公刊される前に、「NBER Working Paper」とし
て公表されることが多いです。
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ただ、私が大学院生だった 1990年代は、当時脂の乗った研究者の方々によ
ってすでに理論がほぼ出尽くしており、実証研究が盛んになりつつあった時期
でした。実証研究の第一人者として、当時はまだ若手だったクレノー（Pete

Klenow）がシカゴ大学のビジネススクールで経済学の大学院生向けに開講し
た授業を受講し、非常に大きな影響を受けました。彼はその後、NBERサマー
スクールという毎年 7月に開催される学会で、「Economic Growth」に関する
分科会でジョーンズ（Charles I. Jones）とともに、中心人物となりました。私
がシカゴ大学で博士号を取得した後に IMFに就職してから最も頻繁に出席し
ていたのがこの学会で、非常に勉強になりました（たまにしか質問等で貢献で
きず申し訳なかったのですが）。
また、1990年代後半は学界で金融とマクロ経済の関係が盛んに研究され始
めた時期でもありました。私自身も、1990年代前半までは日本を中心とした
東アジアの銀行中心の金融と飛躍的な経済成長について、そして 1990年代後
半は日本の銀行危機、アジア金融危機という金融と危機の問題を考えるように
なり、金融と経済成長・危機の両輪で研究するというスタイルに変わっていき
ました。
そして、やはり何といっても、博士論文の主査であり、大学院時代ずっとリ
サーチ・アシスタント、ティーチング・アシスタントとして雇用していただき、
その後も共同研究、そして今日にいたるまで家族ぐるみでお付き合いをしてい
ただいている、現在マサチューセッツ工科大学（MIT）のタウンゼント
（Robert M. Townsend）教授からは、金融とマクロ経済の関係を分析するメソ
ッドと真摯な姿勢を中心に、最も大きな人的資本のトランスファーを受けてい
ます。ミクロの開発を金融の側面を中心に考察し、マクロの経済発展への影響
を明らかにするという研究姿勢は私も受け継いでいます。
また、よりビジネスに則した金融と経済成長の関係については、博士論文の
副査であり、一時期は IMF で上司でもあった、シカゴ大学のラジャン
（Raghuram G. Rajan）教授に、また別の角度から経済成長の源泉を考えさせら
れる機会をいただきました。さらにこの文脈では、とりわけコーポレート・ガ
バナンスなどの資本主義を機能させる制度の重要性について、IMFの元上司
で共著者でもあるイェール大学のクラッセン（Stijn Claessens）教授にも大き
な影響を受けています。
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これまでの 2つの私の著書に加え、今回も日本評論社の『経済セミナー』の
尾崎大輔編集長には、連載時から最終校正に至るまで、大変お世話になりまし
た。これで、金融、国際金融、経済成長という、東京大学大学院での私の 3つ
の講義のノートがすべて、尾崎さんの手で世に出ることになりました。ありが
とうございました。また、2024年度および 2025年度の、東京大学経済学部植
田健一ゼミの学生たちにも、わかりにくいところがないかなど、細かくチェッ
クをしていただきました。
最後になりますが、長年にわたり研究生活を支えてくれた妻と、世代をつな
ぐことの重要性を痛感させてくれている戦前生まれの両親と現在大学生の娘二
人に、この場を借りて感謝いたします。

2026年 7月

植田健一
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序 章

経済成長をどう考えるか？

1 経済学の源流にして王道
●

アダム・スミス（Adam Smith）は 1776年に刊行した著書 An Inquiry into the

Nature and Causes of the Wealth of Nations（『国家の富の本質と原因についての
探究』。日本では『諸国民の富』または『国富論』として有名）において、「国
が、そして国民が豊かになるとはどういうことか」を考察し、経済学の開祖と
呼ばれるようになりました。それまでは、（他国から）金（gold）を集めて自
国に蓄積すること、すなわち重商主義が富をつくると考えられていました。し
かしそうではなく、スミスは「生産力の上昇こそが富の源泉である」というこ
とをこの著作で示しました。
特に当時は産業革命前夜でしたが、工場に労働者が集められていました。工

場制手工業の時代です。それ以前のように各家庭において 1人で作業をするよ
りは、分業によって専門化しつつも協調して（協業によって）全体の生産量を
増やすことができるということを、スミスはピン工場の製造過程の観察を通じ
て見出し、その例を記述しながら解説しています。ピン（鉄製の釘のようなも
の）をつくるには、鉄をつくり、それを引き伸ばして針金をつくり、その針金
を切ってほどよい長さにし、先端を尖らせ、一方でその頭になる部分をつくり、
最後にそれらを組み合わせてピンを完成させる、という手順を踏むことになり
ます。鉄を引き伸ばす人、切る人、尖らせる人など、それぞれ専門化しつつ、
1カ所に集まって共同で作業すれば、1人ですべての工程をこなすよりも、全
体でかなり多くの生産が可能になるわけです。生産量は 1人当たりでも増加し

1
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ているので、いわゆる（労働）生産性が上昇しているということでもあります。
つまり、この分業と協業こそが（金を取り合うよりも）諸国民が豊かになる源
泉だというわけです。
したがって経済学は、その始まりから「諸国民が豊かになるとはどういうこ

とか」を中心命題として掲げてきました。つまり、「経済がどのように成長する
か」を考えてきたということです。その後、経済学が発展する過程で、この問
題を考える分野は特に経済成長論（economic growth）と呼ばれるようになり
ました。とはいえ、スミスの主張からもわかるように、この分野は経済学とい
う学問が考えてきた問題の源流であり、経済学の王道ともいえます。
どうすれば国民が豊かになるのか、経済が成長するのか。その要因を明らか
にするためには、アダム・スミスもそうしたように、まず現実を観察すること、
そして、そこから理論を構築することが必要です。現在では、理論は数学に基
づき、論理展開が明確であることが求められます。さらに、観察に基づいた理
論を構築するだけでは十分とはみなされません。すでにあるもの、過去にあっ
たものを観察し、系統立てて論理的に記述するだけでそれが一般的に通用する
真実だと信じることは、いわゆる「歴史主義の貧困」（Popper 1957）に陥るこ
とにつながってしまいます。現実を説明することを目的とする理論は、実証研
究によってその正しさが確認される必要があるのです。
現在の経済学では、理論は数学によって前提に基づいて精緻に論理展開され
ているはずなので、理論的帰結が実証研究によって否定される場合は、論理展
開が間違っているのではなく、理論の前提が間違っているということになるは
ずです。その場合には、前提をより現実的なものに修正し、改めて論理展開を
試みることで理論が進化していきます。さらに、その進化した理論に対して再
び実証研究が行われるという形で、その学問全体が真実の究明に一歩ずつ近づ
いていくのです。
本書では、主に第二次世界大戦後に大きく発展した経済成長論に関する理論
と実証研究における、そうした進歩の様子をたどりながら、特にマクロ経済学
の視点に基づいて、発展途上国を含むさまざまな国々の経済成長に関する理解
を深めていきたいと思います。学部上級から大学院初級のレベルまでを想定し
て、ある程度は数式を用いて記述された理論モデルや、計量経済学を応用した
実証分析も交えて解説していきます。この点については、入門的なマクロ経済

2 序章 経済成長をどう考えるか？
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学やミクロ経済学、統計学（計量経済学）などを学んだことがあると理解がよ
り深まると思います。とはいえ、本書では現実のデータや事例を豊富に交えつ
つ、できるかぎり初歩的な概念から丁寧に説明していきますので、ぜひ臆する
ことなく挑戦してみてください。
本章では、序章としてまず経済成長論がどのような事象を対象にし、どのよ

うにアプローチするのかを説き起こしていきます。そのうえで、戦後の経済成
長論がどのように発展してきたのか、そのあゆみをご紹介したいと思います。

2 経済成長に対するミクロとマクロのアプローチ
●

人々や国の豊かさや成長を扱う経済学の中には、主に発展途上国の経済発展
に焦点を当てた「開発経済学」といわれる分野があり、そこでは多くの研究者
がいわゆるミクロ経済学的な理論と実証研究に取り組んでいます。一方、本書
では主に、経済発展・経済成長に対するマクロ経済学的なアプローチを扱いま
す。こちらは「経済成長論」と呼ばれることが多いです。
経済成長論では、これまで欧米の研究者が経済学の中心を担ってきたことも

あり、多くの研究が欧米先進国の経済成長を説明するために行われてきました。
しかし、現代において経済成長論がより強く求められているのは、発展途上国
であるはずです。そのような考え方のもとに、経済成長論における探究のフォ
ーカスを発展途上国に定めている研究者も存在します。このような研究は、ミ
クロ経済学的なアプローチをとる「ミクロ開発経済学」に対して、「マクロ開
発経済学」と呼ばれることもあります。本書では、先進国に関する経済成長論
と途上国に関する経済成長論の両方を丁寧に解説していきます。途上国に関し
ては、私の主な関心が、東アジアの新興市場国や中進国、すなわち最貧国から
は脱しながらもまだ先進国とまではなっていない国々にあるため、特にそのよ
うな国々を対象とした実証研究を多く紹介していきたいと思います。
ミクロ経済学とマクロ経済学の違いの 1つは、経済全体の一般均衡を考える

かどうかにあります。たとえば、「中小企業に対して公的に利子を補助して低
金利で融資する」という政策が、その国の経済にとってよい影響を及ぼすか否
かを考えてみましょう。具体的には、ある地域に似たような木製の椅子をつく

2 経済成長に対するミクロとマクロのアプローチ 3
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っている家具製造の零細企業が 40社ある場合を考えます。このとき、そのう
ち 20社の企業をランダムに選んで、政府系金融機関が無利子無担保で 1年ロ
ーンを貸し出すとしましょう。1年後、その対象に選ばれた 20社の企業は、
選ばれなかった 20社の企業に比べて、マーケット・シェアが増え、利益が上
昇したという結果が出たとします。これは、いわゆるランダム化比較実験
（Randomized Controlled Trial：RCT）です。ミクロ経済学的な考え方に基づけ
ば、これはよいことであり、したがってそのような政策は成功だと評価され、
さらには全国で一斉にすべての企業について実施すべきと結論づけられること
になりえます1)。
ところが、マクロ経済学的な考え方に基づく場合はそうなるとは限りません。
マクロ経済学では、基本的にはまず需要に着目します。似たような木製の椅子
が購入されている総量は変わっているでしょうか。おそらくほとんど変化なし
でしょう。また、選ばれた 20社の企業が提供する椅子は、その融資によって
座り心地がよくなっているでしょうか。こちらもおそらく、変化はほとんどな
いでしょう。そうだとすると、選ばれた 20社の企業がマーケット・シェアを
増加させたのは、おそらく公的な低利融資によりコストが低くなった分だけ価
格を少々下げることができたからだということになります。さらに、コスト減
少分のすべてを価格に転嫁しなかったために利益が上昇したことが推測されま
す。逆にその分、低金利で融資を受けていない企業は損をしているはずです。
したがってこの場合、この木製の椅子の産業全体では、得も損もありません。
公的融資プログラムの対象に選ばれた企業に利益が移されただけです。さらに
経済全体では、椅子を以前より多少安く買えた消費者はその分だけ得をしてい
ますが、それは公的補助による価格引き下げですから、最終的にはその差額を
納税者が支払うことになります。つまり、実際には多くの国民は損をしている
のです。
ここでアダム・スミスの議論に戻ると、本質的に生産性が変わらずにお金が
右から左に流れているだけでは、国民全体の富には変化はありません。ただし、
政策によって価格体系が変わることで、本来消費者が「その価格なら買っても

1）もっとも、このような一般均衡的な問題をはらむ状況で、ミクロ経済学の研究者が
RCTを実施することは、（昔はともかく）今はありません。

4 序章 経済成長をどう考えるか？
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いい」と思っている価格と、生産者が「その価格なら供給できる」と思ってい
る価格との間に補助金分だけ差が生じ、消費や生産に関する意思決定が歪めら
れていると考えられます。このような歪み（distortion）があると、国民全体
の効用は減少します。それに対し、市場において消費者が支払ってもいいと考
える価格と生産者が供給できると考える価格が一致する水準で自由に価格が形
成され、その価格に基づいて椅子をはじめとするさまざまな財が供給・需要さ
れれば、経済全体としてうまくいくはずです。これは、アダム・スミスが主張
した「（神の）見えざる手」による財の配分であり、現代のミクロ経済学では、
厚生経済学の基本定理（fundamental theorems of welfare economics）としてよ
く知られている真理です。その重要性については、本書でもたびたび触れるこ
とになりますが、理論面での市場の役割、とりわけ金融の役割についての詳細
は拙著『金融システムの経済学』（植田 2022）も参照してください。
このように、マクロ経済学では経済全体の一般均衡を考えます。特に、市場

がよく機能しているとき、1人ひとりの消費水準、効用水準は、代表的な個人
のそれと比例することが証明できます2)。そこで、通常のマクロ経済学では、
ある代表的な個人 1人だけを考えることが多く、本書でもほとんどの場合それ
に従います。その代わりに、時間を通じた変化、つまり「動学」について詳し
く考察するという点も、マクロ経済学の特徴の 1つです。

3 3 つのマクロ経済動学：景気循環、経済成長、経済危機
●

マクロ経済学では、一般均衡を詳しく調べる理論や実証分析以外に、「経済
全体の変数が時間を通じてどのように変化するか」、つまり経済の動学（dynam-

ics）を詳しく取り扱います。経済全体を表す主要な変数としては、いわゆる
付加価値の総額である国内総生産（GDP）、消費、投資、貯蓄などがあり、そ
れらの水準および成長率が、マクロ経済学の中心となる関心事です。また、そ
れらの変数はたびたび名目での価格水準の変化（インフレ率）を差し引いた実

2）正確には、個々の限界効用が代表的個人のそれと比例し、よく使われる特定の効用関
数のもとでは消費水準が比例することも導かれます。この点も、植田（2022）を参照し
てください。
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質での動きが分析対象とされますが、インフレ率そのものもマクロ経済学の分
析対象になります。
さて仮に、実質 GDP成長率が 2％だとしましょう。すなわち基準年の実質

GDP を �􎨰 とし、そこから � 年後における実質 GDP を �� とすれば、
�� 􀀽 􎜀􀀱􀀮􀀰􀀲􎜐��􎨰となり、グラフを描くと時間を通じて指数関数的に大きくなっ
ていきます。しかし、それでは見にくいので、しばしば自然対数をとってから
グラフを描きます。その場合には、対数化した数値を、小文字を使って
�� 􀀽 􀁬􀁯􀁧 􀀨��􀀩と表すことがよくあり、その書き方に従えば � 年後における実質
GDPの対数値は �� 􀀽 �􎨰􀀫� 􀁬􀁯􀁧 􎜀􀀱􀀮􀀰􀀲􎜐となります。ここで、1の近傍の数に関し
て 􀁬􀁯􀁧 􀀨􀀱􀀮􀀰􀀲􀀩 􂉈 􀀰􀀮􀀰􀀲 と近似できることが知られており、それを使えば、
�� 􀀽 �􎨰􀀫􀀰􀀮􀀰􀀲� と表せます。つまり、一般的に毎年 �％の実質 GDP成長率があ
れば、実質 GDPのグラフは

�� 􀀽 �􎨰􀀫
�

􀀱􀀰􀀰 �

と表され、平面上で横軸に年（�）、縦軸に実質 GDPの対数表記（�）をとる
と、切片が �􎨰で傾きが �􀀯􀀱􀀰􀀰の線形の関数として描けるわけです。
一般的には、図 0.1の実線のように、実質 GDP（対数表記）はジグザグに

（注）対数表記。2009年の米ドル価格で実質化、点線は⚒％成長の直線。
（出所）Jones（2016a）、Figure 1に基づいて作成。

図0.1 過去約150年間（2014年まで）のアメリカの⚑人当たりGDP

64000

2000
1880 1900 20001980196019401920

4000

8000

16000

32000

6 序章 経済成長をどう考えるか？

立読_Sample_Nippyo



動いています。好景気では高く、不景気では低くなるわけです。その平均を直
線（図 0.1では破線）でとり、この直線からの乖離だけを見ると、実質 GDP

が平均の周りでジグザグに動いている姿が確認できます。この平均周りのジグ
ザグの動きが景気循環（business cycle）であり、この点にフォーカスしたマ
クロ経済学を景気循環論と呼びます。なお景気循環は、ほぼ 2～3年の波とし
て知られています。
先進国、とりわけアメリカでは、平均の成長率はかなり安定しており、図 0.1

に示されているように過去 150年間、ほぼ年率 2％で一定であるということが
知られています。戦後は経済学の中心がアメリカだったため、マクロ経済学の
中心もまたアメリカの（あるいは先進国の）景気循環論でした。そして、景気
循環論に基づく金融政策や財政政策が、マクロ経済政策に関する議論の中心で
あったともいえるでしょう。しかし、これらの議論の詳細は本書では扱いませ
ん。
一方、ジグザグと動いている値の平均（トレンド）を示している直線（図 0.1

の破線）が構造的な経済成長率であり、これが経済成長論の対象になります。
景気循環論ほどではありませんが、経済成長論においてもこれまで精緻な理
論・実証研究が豊富に蓄積されてきました。
ところで、図 0.1には 1929年から数年間一時的に大きく GDPが下がり、そ
のあとゆっくりと戻るという動きが示されていますが、これはアメリカにおけ
る世界大恐慌の影響です。こうした大きな下振れは、経済危機（economic cri-

sis）と呼ばれます。経済危機の研究は、景気循環論や経済成長論に比べると
やや発展が遅れていましたが、2008年に起きた世界金融危機を契機に大きく
進展しています。2014年までの 1人当たり GDPの推移を示した図 0.1では、
2008年に起きた世界金融危機のアメリカ経済への影響は 1929年からの大恐慌
の影響に比べると小さいですが、ある程度異常ではあります。
このようにマクロ経済学は、その対象となる事象によって、大きく「景気循
環論」「経済成長論」「経済危機論」の 3つに分類できます。経済危機論につい
ては、アプローチとしては大規模な景気循環とみなして景気循環論の拡張とし
て扱う研究者もいますが、伝統的には、ブラジル、アルゼンチン、トルコなど
新興市場国で発生した通貨危機や国家債務危機を対象としていたので、国際金
融論の枠組みで景気循環論とは異なる理論体系や実証手法で分析されてきまし
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た。ただし、銀行危機については金融論の分野で分析されてきています。なお、
本書では経済危機論はメインでは扱いません。それぞれ、『国際金融』（植田・
服部 2024）や『金融システムの経済学』（植田 2022）などを参照してくださ
い。

4 経済のキャッチアップ過程
●

図 0.1で見たように、アメリカでは構造的な実質 GDP成長率はほぼ一定で
す。アメリカは 19世紀末頃から世界でトップクラスに裕福な国であり、その
意味で世界の発展段階の最前線（フロンティア）にいました。そのフロンティ
アにいる国と、その他の国は異なります。日本や欧州各国の戦後の復興期およ
び高度成長期、そしてそれに続く「アジア・ニーズ（NIES：新興工業経済地
域）」あるいは「アジアン・タイガー」と呼ばれた韓国、台湾、香港、シンガ
ポール、その後のタイ、マレーシアなどの ASEAN（東南アジア諸国連合）の
中心となる国々、そして 1990年代以降飛躍的に発展してきた中国やインドな
ど、それぞれの国の 1人当たり実質 GDPについては、アメリカ経済に代表さ
れるフロンティアに向かってどんどん近づいてくる経済成長の過程が見て取れ
ます。図 0.2には、その様子がいくつかの国について描かれています。これを
キャッチアップ過程（catching-up process）、または収束（convergence）と呼
びます。これが、発展途上国にフォーカスした経済成長論（マクロ開発経済
学）における議論の対象の中心となる事象です。
一方、先進諸国となかなか差が埋まらない主にアルゼンチンやブラジルとい

ったラテンアメリカの国々などに関しては、「その差がなぜなかなか埋まらな
いのか」ということが問題になります。これらも経済成長論の分析対象の中心
となる事象です。なお、これに関しては、かなりアメリカに近づいたにもかか
わらず、そこからなかなか差を縮めることができない（むしろ再び差が開き始
めている）近年の日本や、フランスなどのいくつかの欧州諸国にも当てはまる
議論となります。
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5 経済成長と制度、構造改革
●

景気循環論におけるマクロ経済政策の有効性は、いわゆる「ケインジアンの
需要喚起策」に基づいて議論されます。簡単にまとめると以下のような議論で
す。
まず、市場が十分に機能せずになかなか価格調整がなされない場合を想定し

ます。たとえば、財市場での物価の（下方）硬直性や労働市場での賃金の（下
方）硬直性があるため、不況期で価格による調整がなされず、現存している生
産要素（資本や労働など）が遊休している状況を考えます。すなわち、資本
（工場や機械など）がすべて利用されておらず、労働者も働きたくても働けな
い（非自発的失業が生じている）状況です。このとき、需要を喚起すれば生産
要素を有効に活用することができ、景気が上向くことになります。反対に好況
のときは、多少需要を抑えてでも景気や物価の上昇を抑えるべきだという議論
になります。
こうしたケインジアンの需要喚起策が景気循環の影響を均すのに本当に有効

なのか、有効だとしてどの程度有効なのか、という学術的研究は、現在もまだ
まだ続いています。金融政策の短期的な効果は、ある程度は支持されています。

（注）対数表記。2010年の米ドル価格で実質化。
（出所）世界銀行「World Development Indicators（WDI）」より作成。

図0.2 1971～2019年の各国の⚑人当たりGDP
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しかし、現在に至るまでの多くの研究結果をふまえると、財政政策の短期的な
有効性は議論が決着していないか、むしろおおむね否定的であるとも考えられ
ます（Ramey 2019）3)。
一方、通常 2～3年の波として現れる景気循環を取り除いた長期の構造的な
経済成長率に対しては、ケインジアンの需要喚起策的な金融政策や財政政策が
まったく影響力を持たないことは、理論的にも実証的にもほぼ明らかにされて
います。ケインジアン的な景気循環対策を構造的な経済成長率に対しても使お
うとする論調がよく見られますが、この意味でそれは間違いだといえます。
むしろ景気循環上の好況期などに、必要以上に緩和的な金融政策や積極的財
政政策を続けることは、中長期的にマクロ経済学が対象とする 3つ目の動学で
ある経済危機を引き起こす可能性を高め、5～10年程度の中期的な経済成長率
に悪影響を与えないとも限りません。
実際、Fischer（1993）などの研究を端緒とし、たとえば 5年平均など中長
期の経済成長率とインフレ率の関係性について、多くの国ごとのデータを時系
列方向に追跡して構築した、いわゆる「パネル・データ」を用いて考察した計
量経済分析がいくつかなされています。そうした分析では、おおむね 2 桁
（10％程度）以上のインフレ率があると、中長期的な経済成長への負の影響が
出てくることが示されています（たとえばMotley 1998）。一方、それ以下の場
合は、ほとんどインフレと中長期の経済成長との間に関係がありません。いず

3）もっとも、ケインジアンではない新古典派の理論でも、不況期においてある程度のマ
クロ経済政策は有効でありえます。たとえば、公共財が道路のような資本性のものであ
る場合、その建築や改修をいつかしないといけないのであれば、賃金が安いときにした
方が納税者にとって得です。したがって、公共工事は不況期に行うべきです。
また、公的年金などフローの財政支出について、好不況にかかわらずほぼ一定の額を
国が支払わないといけない状況もあります。ここで、リーマンショックなどで急に税収
が落ちたときに、または震災などで急に一時的な支出が増えたときに、税率を一時的に
大きく上げて支出を賄うよりは、税率を少々上げる代わりに長期にわたって税収を少し
多めにすることで一時的な財政赤字を徐々に埋める、すなわち国債を発行して税収（ま
たは財政赤字）の浮き沈みを均す方がよいことが、理論的に知られています（Barro
1979）。
さらに、金融市場が完全でないとき、場合によっては中央銀行がマクロ・レベルで流
動性を供給することに意義があることが知られています（Holmström and Tirole〔1998〕
など。植田〔2022〕でも解説しています）。
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れにせよ経済危機への悪影響を除けば、金融政策は構造的な経済成長率に関し
ては無効ということです。このことは、よく貨幣の中立性（neutrality of

money）といわれます。
財政政策も同様であり、特に「国債残高/GDP」比が大きくなると、国家債
務危機の可能性が高まり、経済成長率に悪影響を与えると考えられます。これ
は以前からの研究対象でしたが、世界金融危機時に Reinhart and Rogoff

（2010）のデータと分析手法が問題となり、議論が活発化しました。それから
10年程度が経過し多くの論文が書かれましたが、それらの結果をまとめた de

Rugy and Salmon（2020）によれば、やはり高い「国債残高/GDP」比の経済
成長率への悪影響が総じて確認されています。
経済危機時の積極的な金融政策、財政政策、そして企業活動への種々のサポ
ートも、それが必要以上に続けば、危機からの回復を遅らせることにもなりえ
ます。たとえばニューディール政策（による過度な既存企業と労働者への支
援）によって、アメリカ経済は 1941年に太平洋戦争が始まるまでの長い間、
1929年の世界大恐慌の影響から抜け出すことができなかったとも指摘されて
います（Cole and Ohanian 2004）。また、世界の主要先進国は、2008年に端を
発した世界金融危機時に、非常に強力な金融・財政政策などを実行しましたが、
十分に元に戻すことなく、そして中期的な低成長率から完全に抜け出すことな
く、2020年からのコロナ禍の影響を受けることになりました。なお、2～3年
の波である景気循環の視点では、景気は早くに回復しているとみられます。日
本では、2012年末からのいわゆる「アベノミクス」は、2020年のコロナ禍の
直前まで戦後 2番目の（異例の）長さの好況だったわけです。しかし、その中
でも中期的かつ構造的な成長率は低いままでした。
たとえば拙論（Ueda and Uzui 2021）では、世界金融危機から 7 年後

（2015～16年）の時点における世界の約 40カ国の回復度が、危機時にとった
政策からどのように影響を受けているかを実証分析しています。それによれば、
金融政策はほぼ無効だったこと、財政政策は若干の負の影響を及ぼしたとみら
れること、政府による企業への資金供給の補助政策も負の影響を及ぼしたこと
が確認されています。
ただ、高インフレ、高水準の国債残高、そして危機からの回復という上記の
一連の研究は、構造的な経済成長という第 2の動学に関する研究というよりは、
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経済危機という第 3の動学に関するものになります。
いずれにせよ、この序章で述べておきたい重要なポイントの 1つは、「ケイ

ンジアン的な金融政策や財政政策の議論は、長期的な経済成長を考えるうえで
は無意味である」ということです。そのため、この点については以降の本書の
議論では対象外となります。特に、先述のようにインフレ率は長期的に経済成
長に中立的であることが知られているので、この後の議論はすべて実質の変数
で展開していきます。
一方、構造的な経済成長率の向上には、いわゆる構造改革（structural re-

form）が必要となります。そして、それが何かを明らかにすること、つまり
経済制度や構造に関する理論構築と実証分析が、経済成長論の 1つの柱となり
ます。
なお、欧米や日本など先進国の景気循環の波は、たとえそれをケインジアン

的な政策で完全になくしたとしても、効用水準で考えるとせいぜい 0.5％程度
恒久的に消費が増える程度の軽微な効果しかありません（Lucas 1987; Prasad

et al. 2003）。それに比べると、発展途上国の人々が先進国並みのよい生活水準
を享受できるようになることは、はるかに大きな効用水準の増加です。
そして、そのような経済成長に成功する国もあれば、失敗する国もあります。

したがって、「（経済成長のことを考え始めると）他のことは何も考えられな
い」（Lucas 1988）と、ノーベル経済学賞受賞者であるロバート・ルーカス
（Robert Lucas, Jr.）がわざわざ述べるほど重要な問題だと考えられます。私自
身も、日本経済に関していえば、たとえば 20世紀初頭には富裕国だったアル
ゼンチンのように長期停滞が起こり、22世紀には世界の中でも貧しい国の 1

つになりはしないか、という構造的な経済成長率に関する懸念の方が、短期的
な不景気から抜け出すことを考えることよりも、よほど重要な問題ではないか
と考えています。

6 戦後の経済成長論のあゆみ
●

ここまで経済成長論の対象と目的について議論してきました。発展途上国が
先進国にキャッチアップするには、何が必要なのか？ なぜ成長できる国とで
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きない国が存在するのか？ どのような制度が構造的な経済成長に貢献するの
か？ 第二次世界大戦後、こうした経済成長の問題を解明するために、さまざ
まな研究が蓄積されてきました。本書ではこうした経済成長の理論を解説して
いきますが、それに先立ち、序章の最後に経済成長に関する理論と実証研究の
成り立ちと発展のあゆみを概観します。

6.1 新古典派経済成長理論の確立

第二次世界大戦直後は、戦後の西欧や日本の急速な経済復興が着目されると
ともに、信頼できるマクロ経済統計が欧米諸国や日本などの先進国でしか得ら
れにくいこともあって十分に実証研究が進まない中で、「発展途上国もいずれ
すぐに先進国にキャッチアップするだろう」という見方が支配的でした。
先述のとおり、アメリカでは現在に至るまで 1人当たり実質 GDP成長率は

2％程度で推移してきました。こうした定常的な成長が世界のフロンティアを
走る先進国で見られる一方、発展途上国経済はそれに追いついていくという 2

つの経路を示した理論モデルが、ソロー（Robert M. Solow）とスワン（Tore-

vor Swan）によって提唱されました4)（Solow 1956; Swan 1956）。
その後、経済成長論は 1970年代初頭まである程度の理論的精緻化が進めら
れ、ソロー =スワン・モデルに端を発する新古典派経済成長理論（neoclassical

growth theory）が確立されました。とりわけ、Cass（1965）と Koopmans

（1965）は経済成長理論にミクロ的基礎を与え、家計による効用最大化、企業
による利益最大化のもとでの市場均衡を据えた理論モデルを構築しました。そ
して、キャス =クープマンス・モデルによって中長期的な経済成長に関する重
要な特徴を説明できることが明らかになりました。具体的には、上述した先進
国の定常的な経済成長経路と発展途上国のキャッチアップ過程に加えて、労働
分配率などに関する特徴です。
ここで重要となるのが、生産関数（production function）です。一国の財の
生産 � は（工場 � において）、特定の生産性 �のもとで、資本 � と労働 �

を投入することで得られる、すなわち � 􀀽 � 􀀨�􀀬 � 􀀬 �􀀩という生産関数として
端的に表されるものと考えます。

4）ソローは、この貢献により 1987年にノーベル経済学賞を受賞しました。
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新古典派経済成長理論では、生産性 �は技術水準とみなします。そして、
ある特定の技術水準のもとで、資本と労働は、市場均衡を満たす金利と賃金の
もとで、（1人当たり資本が）一定の比率に落ち着き、定常状態（steady state）
に至ると考えます。そのうえで、技術革新が毎年ほぼ同程度に、かつ外生的に
起こることで、1人当たり GDPが毎年ほぼ同程度で成長していくと説明しま
す。一方、発展途上国では労働人口に比べて資本が過小にしか存在しないため、
資本の価値、つまり金利が上記の定常状態よりも高く、そのもとで資本が毎年
より多く蓄積されていくことで、1人当たり資本が定常状態の水準に近づいて
いきます。これが、発展途上国が先進国にキャッチアップしていく過程だと説
明できます。なお、定常状態の詳しい定義については、第 2章で改めて説明し
ます。

6.2 内生的経済成長理論の誕生

その後しばらくの間、経済成長論の研究は下火になったものの、1980年代
になると、先進国以外の多様な国々のマクロ経済統計データが利用可能になり、
それに基づいて東アジア諸国以外、特にアフリカやラテンアメリカの国々は欧
米にキャッチアップしているようには見えないということが指摘されました。
そして、こうした状況を説明する理論モデルが構築され始めました（Romer

1986; Lucas 1988）。
その特徴は、新古典派経済成長理論では外生的に成長すると仮定されていた
生産性 �が、モデルの中で内生的に成長すると捉え直したこと、または生産
関数への投入として労働力 �の代わりに人的資本 � を考慮し、人的資本につ
いては（特に知識は）定常状態がなく蓄積し続けられると考えたことです。こ
のような枠組みに基づけば、アメリカのような先進国は、（外生的な技術革新
を待つのでなく）内生的な技術進歩によって積極的に前進しているため、発展
途上国はなかなかキャッチアップすることができないと解釈することができま
す。
これらの新しい経済成長論は、出てきた当時は単に新経済成長理論と呼ばれ
ていましたが、今日では内生的経済成長理論（endogenous growth theory）と
呼ばれています。このような考え方に基づく理論の萌芽は、実はすでに 1960

年代にも見られました（Shell 1966; Uzawa 1965）。しかし 1980年代に入って多
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くのデータが利用可能となったことで、本格的に研究が始められたといえます。
さらに、その後は特に研究開発（R&D）による新しい財の創出を生産性の向
上の中心に据え、まさに技術革新にフォーカスした経済理論モデルも生まれま
した（Aghion and Howitt 1992; Grossman and Helpman 1991b）。
なお、先ほど触れたルーカスは、経済成長論の研究での貢献ではありません
が、1995年に「合理的期待形成」というマクロ経済学の基礎に関する業績が
特に評価され、ノーベル経済学賞を受賞しています。一方、ローマー（Paul

M. Romer）は 2018年に（環境と経済との相互連関モデルの研究を始めたノー
ドハウス〔William D. Nordhaus〕とともに）ノーベル経済学賞を受賞してい
ます。また 2025 年には、アギオン（Philippe M. Aghion）とホーウィット
（Peter W. Howitt）が、経済史家のモキイア（Joel M. Mokyr）とともにノーベ
ル経済学賞を受賞しました。これらは明らかに、経済成長理論の業績に対して
与えられたものです。
とはいえ、景気循環論への貢献に与えられたノーベル経済学賞と比べると、
経済成長論分野での受賞はめずらしく、個人的には、上述したキャス（David

Cass）や宇沢弘文などが受賞してもまったく不思議ではなかったと思ってい
ます5)。

6.3 実証研究の発展と制度への着目

1990年代中頃までに理論モデルがある程度出ἧい、その後は特に実証面で
の研究が進みました。発展途上国の多くがなぜ貧しいままなのか、また、東ア
ジアの国々が欧米先進国にキャッチアップできたのはなぜなのか、といった問
題がメインテーマです。
理論モデルとの関係では、「はたして新古典派成長理論のいう資本の蓄積が
重要なのか、それとも国ごとの生産性の差（すなわち内生的な生産性の成長）
が重要なのか」で論争が起こりました（Mankiw, Romer and Weil 1992; Young

1995）。この論争に一定の決着をつけたのが、Klenow and Rodríguez-Clare

（1997）でした。彼らは、資本蓄積の重要性はあるものの、東アジアを含むど

5）クープマンス（Tjalling C. Koopmans）は 1975年にカントロヴィチ（Leonid V. Kantor-
ovich）とともに資源の最適配分に関する理論への貢献でノーベル経済学賞を受賞してい
ますが、これも経済成長論分野での受賞ではありません。
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の国でも、生産性の差とそのキャッチアップが重要であることを示しました。
そして、ラテンアメリカなどで、先進国にキャッチアップできていない国々に
関しては、その主な要因は低いままの生産性であるということを示しました。
ほぼ同時期に、国際貿易や国際金融における企業の海外直接投資（Foreign

Direct Investment：FDI）の研究や、R&Dと貿易などの研究、そして法と金融
の分野における金融・投資活動の法制度による影響の研究など、さまざまなク
ロスカントリー・パネル・データを用いた分析が経済学のいろいろな分野で生
まれ、発展してきました。それらの分野の発展も参考にしつつ、経済成長の実
証研究においては「何が生産性 �の差を説明するのか」を明らかにすること
が重要な課題として浮かび上がってきました。
よく考えてみると、たとえばトヨタ自動車が工場をアメリカやタイに建てた
とき、その技術は国家間で異なるといえるでしょうか？ 多くの多国籍企業が
世界各国に工場を建てて進出している現状があり、あるいは外国の企業からラ
イセンスを購入した国内企業が工場を建てることができる現状もあります。そ
のため、国内外の生産技術水準の差が長く残り続けるというのは、現実にはそ
ぐわないと考えられます。
この点についても研究が重ねられ、各国間の生産性 �の差（加えて、それ
に基づく物的資本や人的資本の蓄積の差）は、本質的には技術水準の差ではな
く、「何らかの制度的要因によるものに違いない」ということが、2000年代に
入るとコンセンサスとなってきました。
たとえば、法と金融の分野では、アフリカの部族社会などのように私有財産
権が確立されていなかったり、また政府の腐敗などによって法の支配が徹底さ
れていなかったりする国では、金融・投資活動が乏しいということが示されま
した（La Porta et al. 1997, 1998）。一方、歴史的には、労働集約的な構造のも
とで生産性を高める機械を導入しようとしても、それが労働者の解雇につなが
るため、労働者から反対運動（ラッダイト運動など）が起こり、なかなか十分
に導入できないといった状況もあることが指摘され、労働市場に関する制度も
重要であるという認識が生まれました（Parente and Prescott 2000）。
このように、経済成長に制度（institutions）が大きな影響を与えるというこ
とが次第に明らかになってきました6)。このことは、すでに経済史の分野では
よく知られており、1993 年にはノース（Douglass C. North; たとえば North
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1990）とフォーゲル（Robert W. Fogel）がノーベル経済学賞を受賞していま
す。
しかし、より科学的な緻密さが問われる経済理論と実証研究においては、ま
だ確立された見方ではありませんでした。なぜなら、制度は経済が発展すれば
変わりうるものでもあるからです。たとえば、私有財産権や法の支配などは、
それによって経済が発展したと考えることもできるかもしれませんが、経済が
ある程度発展したからこそそうした制度が整ったとも考えられます。すると、
各国の 1人当たり GDPの差は、本質的には制度の差によって生じるといった
ところで、トートロジカルな問題になってしまうのです。
このような問題に対して、制度が経済成長をもたらす源泉として重要である
ということを実証的に示したのが、2024年にノーベル経済学賞を受賞した、
ダロン・アセモグル（Daron Acemoglu）、サイモン・ジョンソン（Simon

Johnson）、ジェイムズ・ロビンソン（James A. Robinson）の 3名でした。経
済成長をもたらすカギとしての制度はさまざまな分野で着目され、研究が積み
重ねられていきました。この点は、本書の第 9章や第 10章で詳しく解説しま
す。

6）ここでいう「制度（institutions）」とは、法律に基づくものだけでなく、インフォーマ
ルな（たとえば部族社会における）慣習なども含み、また法の支配といったメタな概念
も対象とする大きな概念です。
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おわりに
～グローバルな構造的課題と経済学の役割～

Jones（2016a）は、経済成長に関する研究課題として、次の 4つを挙げてい
ます。

（1）よりよい制度が経済成長を促すことが明らかにされてきたが、その具
体的な効果はどのようなものか？ そもそも、制度はどのように変化
するのか？

（2）特に民主主義、文化、民族、宗教、およびそれらによる人々の分断
（Alesina et al. 2003）と経済成長にはどのような関係があるか？

（3）グローバリゼーションが大きく進んできたが、その経済成長への影響
をどう捉えるか？

（4）知識の伝播をどのように計測するか？

これらの重要性について、異論を挟む経済学者はいないと思われます。残念
ながら、グローバリゼーションについては、この論文が書かれた直後からむし
ろ揺り戻しが起きており、皮肉なことに、現在は貿易や国際金融の新たな障壁
に関するコストについての研究が盛んに行われています。この点については、
植田・服部（2024）を参照してください。さらに 2025年に米国で第 2次トラ
ンプ政権が発足してからは、これまでの国際協調を無視した高関税──いわゆ
る「トランプ関税」──が急に課され、各国ともそれへの対応に追われました。
これについては、欧州の経済学者の団体である Centre for Economic Policy

Research（CEPR）が緊急に出した（主に欧州の）対応について書かれた Gensler

et al.（2025）や、日本の対応とその影響をまとめた植田・木村（2026近刊）
を参照してください。今後、改めてグローバリゼーションとその揺り戻しに関
し、経済成長との双方的な効果について研究が進んでいくことと思われます。
また、30年ほど前に筆者がシカゴ大学在籍時に受講したベッカー（Gary S.

Becker）による経済成長の授業で、彼は最後に「政治をしっかりと経済発展
論に組み入れるべきだ」と話していましたが、上記の(2)もふまえて、直近で
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紛争が頻発していることや、民主的に選ばれたとしても強権的な政治が行われ
ているような国が多くあることといった現実の状況に鑑みると、国際政治と紛
争を経済成長と同時に考えること、また民主主義と経済発展との関連に関して
の研究の重要性はこれまで以上に増していると考えられます。
さらに、近年より重要になっている人口問題、感染症問題、気候問題など、
これまでの経済学の範疇を超えた問題への対応を考えるためにも、他の学問と
の融合が必要です。しかし、このような中で経済学の立場から研究する意味は
どこにあるのでしょうか？ なぜ、感染症問題を感染症の専門家である医師に
任せるだけでは十分でないのでしょうか？ なぜ、戦争問題を軍事や外交の専
門家に任せるだけでは十分でないのでしょうか？ なぜ、気候問題を気候科学
の研究者に任せるだけでは十分でないのでしょうか？
それは経済学が、さまざまな要素を同時に考慮したうえで、望ましい制度や
政策がどのようなものかを探究する学問であるからだと筆者は考えています。
たとえば第 13章では生の価値について、経済学的に人々の顕示選好に基づい
て説明しました。そこで示された、人々の生の統計的価値が有限であるという
事実が持つ政策的含意は、非常に大きなものです。無限であれば、死の最小化
だけが社会の目的になりますが、人々はそのように捉えていないのです。
コロナ禍においては、「とにかく人の死を最小化すべきなのか、それともあ
る程度の経済活動を認めることで、死は最小化できないけれども国民全体の効
用の総和を最大化すべきなのか」というトレードオフが意識されました。そし
て、往々にして医療関係者や法曹関係者は前者を、経済学者は後者を基準に政
策を論じました。多くの国民や企業もそうだったと思います。
これは、社会厚生を論ずる際に、「ロールズ基準」をとるのか、「ベンサム流
の功利主義」をとるのか、という形で議論することもできます。経済学者はベ
ンサム流に、弱いものも強いものもそして平均的なものも同等に扱う一方、医
療関係者や法曹関係者はロールズ流に、弱いものを基準として彼ら・彼女らの
効用を最大化することを考え、その他の平均的または豊かな家計、中流以下で
も貧困層とはいえない家計などを犠牲にしてでも、最も弱い家計を助けようと
するのです。
もっとも弱き者（min）の効用を最大化（max）するというロールズ基準（max-

min基準）は、特定の患者に対する医療行為や、特定の被害者がいる裁判など
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の特殊な状況では正しい基準でありえますが、ある政策が社会全体に影響を及
ぼすような状況においては正しい基準とはいえないでしょう。やはり、経済・
社会全体を考えたベンサム流の厚生基準をとるべきです。なぜなら、医療の結
果や裁判の行方については、基本的には当事者以外に影響は及ばないのに対し、
感染症に対するロックダウンや所得再分配政策などの実施は、直接便益を受ける
者以外にも大きな影響を与えるからです。もちろん、ベンサム流の功利主義にま
ったく問題がないわけではありませんが（奥野・鈴村 1988）、社会全体のことを
考える場合に多くの経済学者がそれを基準としている理由は、そこにあります。
また、気候科学の専門家は、往々にして気候変動を最小化することを目標と
します。しかし極端にいうと、経済活動に負の影響があったとしても、それに
は目をつぶって環境によいことを優先しようというのは、政策論議としては望
ましくはないでしょう。
とりわけ発展途上国の国民は、仮に環境に対して先進国と同様の効用関数を
持っていたとしても、所得水準が低いため消費に対する限界効用が高いはずで
す。そのため、環境を優先して食糧価格やエネルギー価格が上昇することに対
して、発展途上国の国民がより強く抵抗したとしてもおかしくありません。こ
うした抵抗に対して、先進国の人々が環境保護を名目に糾弾しても問題の解決
にはつながりません。
豊かな先進国の国民は、発展途上国の国民よりも（消費に比べて）環境保護
に対して高い限界効用を感じているはずです。そうであるならば、発展途上国
の環境保護実施に対して補助を行うことが、世界全体の社会厚生を高めること
につながるでしょう。もちろん、同じ国の中でも所得水準の違いによって同様
の議論が成り立ちます。
似たような議論は、安全保障の分野でも成り立ちます。安全保障や軍事の専
門家は、軍事的に勝つこと、または優位に立つことを究極の目的に据えて議論
するでしょう。それらを最優先することで、グローバリゼーションの揺り戻し
が行きすぎることがないか、目を光らせる必要があります。

＊ ＊ ＊

経済学の中でも特に経済成長を扱う経済学の目的は、数学的厳密性を問うこ
とでもなければ、統計的なデータの詳述でもなく、むしろ世の中で起きている
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問題の背後に潜む重要なメカニズムをうまく描き出すことにある、と筆者は考
えてきました。いわばピカソの絵画「ゲルニカ」のように、全体的には抽象化
したうえで、特に着目したい部分について強調した理論モデルになってよいわ
けです。もちろん、その場合には仮定の吟味が必要であり、そのうえで数学的
な論理破綻のない理論でなければならないことは言うまでもありません。
さらに経済学では、絵画や文学とは異なり、そのようにして構築した理論モ
デルが現実のある程度の部分をしっかり捉えているということを、定量的なシ
ミュレーションや計量経済学に基づく実証分析を通じて示すことも重要です。
ここでの実証分析は、探索的なデータの分析ではなく理論の検証として行われ
るべきであり、分析者自身がどの変数に着目するかをアクティブに選択するこ
とになります。この点において、データサイエンスや機械学習などとは根本的
に異なるといえるでしょう。
経済学は文化でもなく、宗教でもなく、ある民族や国家ごとに異なるもので
もありません。そうした要素から離れることで、「お金」という言葉で片づけ
られることがいかに有用か、資本主義を媒介とする経済合理主義に基づく社会
が、いかに前近代的な宗教への服従、個人の感情、人々の間の慣習、君主への
服従、はたまた共産主義における絶対権力者への隷属から逃れ、自由に豊かな
生活を謳歌できることと結びついているかを実感できるはずです。さらに、経
済合理主義を貫徹すれば、戦争が多くの人々の死や生活基盤の破壊を伴う以上、
全体で見れば必ず損失につながるため、避けるべきものであることも理解でき
るはずです。今後、さまざまな政策論議がこのように進むことを切に願ってい
ます。
人類が飢餓、大恐慌、国家破綻、戦争などのさまざまな困難を経験しつつこ
れまで培ってきた経済成長のための知見をいかに次世代に伝えるか。本書がそ
の一助になれば幸いです。

2026年 7月

植田健一
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